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１

１ 現在の事務分担（案）について

■ ひとり親家庭等の支援は、住民に身近な事務であり、特別区が主体となって、貸付けの決定から償還（免除、債権回収含む）
までを一貫して実施できるよう関係法令の改正について国へ相談（R2.1.21から相談）

■ 厚生労働省から、『国からの貸付先の変更も含め、事務処理特例条例による対応が可能』との回答（R2.5.23に回答）

● 特別区は、中核市並みの権限を基本として、住民に身近な事務を実施
● 母子父子寡婦福祉貸付金は、ひとり親家庭の母、父及び寡婦の経済的自立や、扶養している児童の福祉増進のために、必要

な資金（こどもの進学、親自身の技能習得や転宅など）を貸付ける制度として住民に身近な事務であることから、本来的にはひ
とり親家庭等支援の一環として特別区で実施すべき事務

● 現在、区役所で実施している貸付に係る窓口事務は、特別区の事務としているが、貸付の財源である国からの無利子貸付の対
象が、法律により、都道府県、指定都市又は中核市に限定されているため、貸付に係る特別会計の管理等は大阪府の事務に
仕分け

２ 国への相談及びその結果

事務の名称 事務の概要
事務分担
の変更

考え方

母子父子寡婦福祉貸付金
に関する事務

・母子父子寡婦福祉貸付金会計の予算及び決算
・母子父子寡婦福祉貸付金の国からの借入
・貸付金の未収債権回収に関する事務

大阪府
↓

特別区

母子父子寡婦福祉貸付金の貸付は、他のひとり親家庭等
支援の事務とあわせて住民に身近な基礎自治体で実施する
ことができるよう、各特別区で実施。

母子父子寡婦福祉貸付金
に関する事務（区）

・貸付決定及び貸付金の支払
・貸付金の償還

特別区
(変更なし)

同上

３ 対応（案）

※事務分担（案）の変更に伴い、当該事務にかかる特別区設置協定書（案）及び特別区制度（案）の関係項目を変更

＜参考＞母子父子寡婦福祉資金の貸付実績（令和元年度） 貸付件数：278件 貸付金額：189,184千円



（参考） 新たな大都市制度における特別区・大阪府の権限イメージ【修正案】
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事業の登録
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措置

県費負担教職員の任免
等の決定

建築物用地下水の採取
の許可

都市計画（マスタープ
ラン、都市再生特別地
区）

特定毒物の製造許可 遺跡の発見に関する届
出の受理

工業用地下水の採取の
許可

指定区間外の国道、県
道の管理

児童相談所の設置 動物取扱業の登録 博物館の設置登録 指定区間の一級河川
（一部）の管理
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母子父子福祉資
金・寡婦福祉資金
の貸付け

犬・ねこの引取り 屋外広告物の条例によ
る設置制限

保健所の設置 県費負担教職員の研修 一般廃棄物処理施設・
産業廃棄物処理施設の
設置の許可

サービス付高齢者向け
住宅事業の登録

飲食店営業等の許可 重要文化財（一部）の
現状変更等の許可

ばい煙発生施設・ダイ
オキシン類発生施設の
設置の届出の受理

市街化区域又は市街化
調整区域内の開発行為
の許可

大阪府の事務

特別区の事務

２

大阪府の事務
から変更



中
核
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保育所・認定こども園
（幼保連携型）、養護
老人ホームの設置の認
可・監督

温泉の利用許可 土壌汚染の除去等の措
置が必要な区域の指定

土地区画整理組合・防
災街区計画整備組合の
設立の認可

介護サービス事業者の
指定（一部を除く）

旅館業・公衆浴場の経
営許可

浄化槽の設置の届出の
受理

第一種社会福祉事業の
経営許可・監督

理容所・美容所の位置
等の届出の受理

一般粉じん発生施設の
設置の届出の受理

障がい福祉サービス事
業者の指定

薬局の開設許可 汚水又は廃液を排出す
る特定施設の設置の届
出の受理

身体障がい者手帳の
交付

毒物・劇物の販売業の
登録

開発審査会

一
般
市
・
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村

保育所の設置・運営 市町村保健センターの
設置

水道事業の運営

下水道の整備･管理運営

消防・救急
活動

生活保護（市・福祉事
務所設置町村が処理）

健康増進事業の実施 小中学校の設置管理 一般廃棄物の収集・
処理

都市計画
（用途地域等）

養護老人ホームの設
置・運営

定期の予防接種の実施 幼稚園の設置・運営 騒音、振動、悪臭を規
制する地域の指定、規
制基準の設定
（市のみ）

障がい者自立支援給付
（一部を除く）

結核に係る健康診断 就学困難と認められる
学齢児童又は学齢生徒
の保護者に対する援助

浄化槽清掃業の許可 都市計画
（地区計画等）

災害の予防･
警戒･防除等
（その他）

身体障がい者相談・知
的障がい者相談の委託

母子健康手帳の交付 県費負担教職員の服務
の監督

市町村道の建設・管理 戸籍・住基

介護保険・国民健康保
険事業

埋葬、火葬の許可 準用河川の管理

特別区の事務

※ 白色部分は大阪府の事務
※ 濃色部分は東京特別区の権限

大阪府の事務

３


